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議案第１７号  

上尾市立幼稚園の利用者負担額に関する条例施行規則の制定について  

上尾市立幼稚園の利用者負担額に関する条例施行規則を次のように定める。  

平成２７年３月３０日提出  

上尾市教育委員会教育長   岡  野  栄  二  

上尾市立幼稚園の利用者負担額に関する条例施行規則  

（趣旨）  

第１条  この規則は、上尾市立幼稚園の利用者負担額に関する条例（平成２

７年上尾市条例第１２号。以下「条例」という。）第５条の規定に基づき、

条例の施行に関し必要な事項を定めるものとする。  

（定義）  

第２条  この規則において使用する用語は、この規則に定めるもののほか、

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）、地方税法（昭和２５年法律第

２２６号）及び子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下

「法」という。）において使用する用語の例による。  

（条例第３条第２項前段に規定する教育委員会規則で定める額等）  

第３条  条例第３条第２項前段に規定する教育委員会規則で定める額は、別

表に定める額とする。  

２  条例第３条第２項後段の規定による日割計算は、２０日を基礎として特

定教育・保育（教育に限る。以下同じ。）又は特別利用教育を受けた日数

に応じ、これを行うものとする。  

（減免の申請）  

第４条  条例第４条の規定により、上尾市立幼稚園の利用者負担額（条例第

１条に規定する利用者負担額をいう。以下同じ。）の減額若しくは免除又

は徴収の猶予を受けようとする支給認定保護者は、上尾市立幼稚園利用者

負担額減免（徴収猶予）申請書（第１号様式）により、教育委員会に申請

をしなければならない。  

２  教育委員会は、前項の申請書の提出があったときは、その内容を審査し

た上で、利用者負担額の減免をし、又は徴収の猶予をすることを決定した

ときは上尾市立幼稚園利用者負担額減免（徴収猶予）決定通知書（第２号
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様式）により、利用者負担額の減免をし、又は徴収の猶予をすることが不

適当であると認めるときは上尾市立幼稚園利用者負担額減免（徴収猶予）

不承認通知書（第３号様式）により、当該支給認定保護者に通知するもの

とする。  

（その他）  

第５条  この規則に定めるもののほか、条例の施行に関し必要な事項は、別

に定める。  

附  則  

この規則は、条例の施行の日（平成２７年４月１日）から施行する。  
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別表（第３条関係）  

階層  支給認定保護者の区分  利用者負担額  

Ａ  (1 ) 特定教育・保育のあった月において、次

のア又はイのいずれかに該当する者  

ア  被保護者（生活保護法（昭和２５年法

律第１４４号）第６条第１項に規定する

被保護者をいう。）である支給認定保護

者  

イ  中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並

びに永住帰国した中国残留邦人等及び特

定配偶者の自立の支援に関する法律（平

成６年法律第３０号）第１４条第１項に

規定する支援給付を受けている支給認定

保護者  

(2 ) 特別利用教育のあった月において、前号

ア若しくはイに規定する支給認定保護者又

は里親である支給認定保護者  

０円  

Ｂ  (1 ) 特定教育・保育のあった月において、次

のア又はイのいずれかに該当する者（Ａ階

層に該当する者を除く。）  

ア  支給認定保護者及び当該支給認定保護

者と同一の世帯に属する者についての特

定教育・保育のあった月の属する年度

（４月から８月までにあっては、前年

度）分の市町村民税（特別区民税を含

む。以下同じ。）の所得割を課されない

者（地方税法第３２３条の規定により当

該所得割を免除された者を含む。）であ

る場合における当該支給認定保護者  

イ  養育里親等（養育里親、小規模住居型

児童養育事業を行う者、児童福祉施設

（乳児院、児童養護施設、情緒障害児短

期治療施設及び児童自立支援施設に限

る。）の長をいう。）である支給認定保

護者  

(2 ) 特別利用教育のあった月において、前号

アに規定する支給認定保護者（Ａ階層に該

当する者を除く。）  

３，０００円  

Ｃ  Ａ階層及びＢ階層に該当する者以外の支給認

定保護者  

７，５００円  

備考  

１  市町村民税の非課税又は課税の判定及び所得割の額を算定する場合

には、地方税法第３１４条の７及び第３１４条の８及び第３１４条の
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９並びに附則第５条第３項、第５条の４第６項、第５条の４の２第６

項、第５条の５第２項及び第４５条の規定は適用しないものとする。  

２  支給認定保護者又は当該支給認定保護者と同一の世帯に属する者が

特定教育・保育又は特別利用教育のあった月において生活保護法第６

条第２項に規定する要保護者又は子ども・子育て支援法施行規則（平

成２６年内閣府令第４４号）第２２条各号に定める者に該当する場合

における当該支給認定保護者に関するこの表の規定の適用については、

同表Ｂの項中「３，０００円」とあるのは、「０円」とする。  

３  負担額算定基準子ども（子ども・子育て支援法施行令（平成２６年

政令第２１３号）第１４条第１項に規定する負担額算定基準子どもを

いう。）が同一世帯に２人以上いる場合の支給認定保護者に係る利用

者負担額は、この表の規定にかかわらず、当該支給認定保護者に係る

次の各号に掲げる支給認定子どもの区分に応じ、当該各号に定める額

とする。  

(1 ) 子ども・子育て支援法施行令第１４条第１号イからハまでに掲げ

る支給認定子ども  当該支給認定保護者の区分に応じたこの表に定

める利用者負担額に１００分の５０を乗じて得た額  

(2 ) 子ども・子育て支援法施行令第１４条第２号イからハまでに掲げ

る支給認定子ども  ０円  

４  支給認定保護者及び当該支給認定保護者と同一の世帯に属する者に

ついての特定教育・保育又は特別利用教育のあった月の属する年度

（４月から８月までにあっては、前年度）分の市町村民税の賦課期日

において地方税法の施行地に住所を有しない者である場合における当

該支給認定保護者にあっては、当該支給認定保護者の属する世帯の収

入等の状況を総合的に勘案し、この表のＡ階層からＣ階層までのいず

れかに区分して、この表を適用するものとする。  
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提案理由  

上尾市立幼稚園の利用者負担額に関する条例第３条第２項に規定する

上尾市立幼稚園の利用者負担額を定め、及び子ども・子育て支援法等の

規定に基づく所要の規定を整備するため、この案を提出する。




